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第９章 ASET（超先端電子技術開発機構） 
－基盤技術開発を担う研究組合－ 

 
 技術研究組合超先端電子技術開発機構（ASET）は、日本のエレクトロニクス産
業の競争力を強化する基盤技術開発を行なうために1996年に設立された。超エ
ルエスアイ技術研究組合発足からから約 20 年後に、半導体関連の国家プロジェ
クトが再び開始されたわけである。ASET の発足とほぼ同時期に産学協同を推進
するための（株）半導体理工学研究センター、半導体製造プロセス共同開発のた

めの(株)半導体先端テクノロジーズも設立された。1995 年度から通商産業省の
超先端電子技術開発促進事業が開始されASETがその研究開発を行なった。こ
の事業は、1998 年度に中間見直しを行ない、テーマを変更し 2000 年度まで継
続して行なわれた。それぞれのテーマの開発は、ほぼ予定通り行なわれ、参加組

合員企業への技術移転が行なわれた。その後もASETは、代替フロンのプロジェ
クト、HALCA プロジェクト、MIRAI プロジェクトなどの実施委託先となった。それ
ぞれの開発自体は、計画通り行なわれ、産業界への移転も行なわれた。 
 開発の経過を概観しながら、ベルギーの IMEC との比較も随時行ない、国家プ
ロジェクトの役割と運営を考えていく。 

 
1. ASETの誕生 
技術研究組合超先端電子技術開発機構（ASETi）は、日本のエレクトロニクス産業の競争

力を強化する基盤技術開発を行なうために 1996 年に設立され、ほぼ同じ時期に産学協同研
究推進組織として（株）半導体理工学研究センターSTARC（Semiconductor Technology 
Academic Research Center）と半導体製造プロセスの共同開発のための組織として（株）半
導体先端テクノロジーズ Selete（Semiconductor Leading Edge Technologies, Inc.）が設
立された。産学協同を推進する STARC、基盤技術研究開発を実施する ASET、企業間の共
同活動の場としての Selete がそれぞれの役割を果たす事が期待されたわけである。これらの
組織を設立するのには、1994 年に設立された半導体産業研究所（SIRIJ：Semiconductor 
Industry Research Institute）の技術プロジェクト ATLASが大きな役割を果たしたと言われ
ている。1ASET はそれ以来、半導体から、磁気記憶、液晶まで電子デバイスを中心とした幅
広い分野で研究開発を行なってきた。2007年 8月現在の組合員企業数は 37社である。 
 発足当初は、1995 年度から開始された通商産業省の超先端電子技術開発促進事業を受
けて、半導体関連、磁気ディスク関連、液晶関連のテーマの開発を行なった。プロジェクトの

参加企業は 17社であった。2その後 1999年度から 2003年度まで NEDO次世代半導体デ
バイス等基盤技術プログラム中の PFC 代替プロセス技術開発プロジェクトの委託を受けて
                                                
i ASETは、半導体製造技術・製造装置、磁気ディスク技術、液晶ディスプレイ技術の分野を
カバーしているが、ここでは主に半導体関連について述べた。 
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PFC代替ガスを使用するドライエッチングプロセス技術の研究開発を行ない、ドライエッチング
を用いない新配線プロセスを開発した。3また、ミレニアムプロジェクトのひとつとして実施され

た NEDO の超高密度電子 SI技術プロジェクトの委託を 1999年度から 2003年度まで受け
た。さらに、2001年度から 2007年度まで半導体MIRAIプロジェクトの委託を受けた。この委
託では ASET と産総研次世代半導体研究センターが共同研究体を作って研究開発を行なっ
た。この委託は MIRAI プロジェクトの計画変更に伴い、2010 年まで延長された。2005 年度
からは、マスクD2Iプロジェクトの委託を受けている。2006年度からは三次元積層プロジェクト
の委託を受け、2007 年度からはセキュア・プラットフォーム・プロジェクトの委託を受けて研究
開発を実施している。 
研究成果の実用化については、ASETが 1998年度補正予算でNEDOから委託を受けて

実施した「大口径・高密度プラズマ処理装置の開発」が、2003年に第 2回産学官連携推進会
議産学官連携功労者表彰内閣総理大臣賞を受賞し、東北大学大見忠弘教授と東京エレクト

ロン株式会社東哲郎社長が表彰された。また、ASET が 1995 年度から 2000 年度にわたり
NEDO からの委託を受けて実施したプロジェクト「超高感度媒体＆新機能素子・成膜」が、
2005年に第 4回産学官連携推進会議産学官連携功労者表彰経済産業大臣賞を受賞し、東
北大学中村教授、山口元 ASET 第二研究部長（現東北学院大学非常勤講師）と日立 GST
の城石執行役員（元 ASET技術委員）が表彰されるなどの成果を上げている。4 
図1.にこれまでのASET全体の研究開発の推移を示した。また、ASETの事業費推移は図

2.のようになっている。このようにASETの研究開発は多岐にわたっているが、ここでは半導体
関連プロジェクトの研究開発を中心に、第 2節では超先端電子技術開発促進事業について、
第 3節から第 9節で、超高密度電子 SI技術、PFC代替プロセス技術、F2レーザリソグラフィ
技術、半導体MIRAIプロジェクトなどについて概観していく。 
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図 1. ASET研究開発推移5 

 
図 2. ASETの事業費の推移6 

2. 日本の競争力を強化する基盤技術開発を 
 超先端電子技術開発促進事業は、1995 年度補正予算によって経済産業省情報技術開発
プロジェクトとして開始され、NEDOから研究開発資金が提供された。1996年 2月 29日から
この研究開発は開始された。以下、主に ASET の年次報告会資料及び NEDO の年次報告
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書をもとにプロジェクトの目的、推移、成果を概観する。プロジェクトは、2000 年度まで行なわ
れ、その成果は超高密度電子 SI技術、EUVプロセス技術開発プロジェクト、半導体MIRAI
プロジェクト、マスクD2Iプロジェクト、などに引継がれた。超先端電子技術開発促進事業には、
大別して半導体関連、磁気ディスク関連、液晶関連の 3つのテーマがあったが、ここでは半導
体関連テーマについて概観する。 
 この事業は、「次々世代(2010 年以降)に実用化が予測されている、半導体デバイス、の先
端的要素技術の研究開発」を目的としていた。超 LSI 技術については、先端的要素技術とし
て、「100ｎｍレベルの微細加工技術の実現」を目指した。具体的には、リソグラフィの 4 テーマ、
電子ビーム直接描画システム技術、超高精度遮光システム技術、等倍X線露光技術、ArFレ
ーザ露光技術、それに超先端プラズマ反応計測・分析・制御技術、超微粒子制御クリーニン

グ技術を加えた 6 テーマの研究開発を推進した。7ASET の研究成果は公開され、毎年春に
成果報告会を開いた。8 
 開発期間は 5年間であったが、1998年度までをフェーズ 1、その後をフェーズ 2とした。フェ
ーズ1終了時点で中間評価を行なった。その結果、電子線直接描画技術と電子線マスク描画
技術は統合され電子ビームリソグラフィ技術となり、主にマスク描画装置の開発研究を行なっ

た。また、1998年度から EUV露光技術が開発テーマに加わり EUV露光技術に関する要素
技術の研究開発を 2001年度まで行った。以下、1995年度から 2001年度までの開発経緯を
まとめた。 
 
2.1 電子ビームリソグラフィ技術 
 電子ビーム直接描画システムと電子ビームマスク描画技術の開発を行なった。電子ビーム直

接描画システム技術の研究開発では、単一の電子線源を用いるシングルコラム方式と、複数

の電子線源を用いるマルチコラム方式の二つの方式についての研究開発を行なった。フェー

ズ 1の主な目標は、解像度 150ｎｍ、描画速度はシングルコラム方式で 1時間あたり 8 インチ
ウェーハ 10 枚、マルチコラム方式で 1 秒あたり 1ｃｍ2であった。i超高精度遮光システム技術

の研究開発フェーズ 1 の目標仕様は、解像度 100ｎｍ、CD10-30ｎｍ、アドレス単位 2.5ｎｍと
いうものであった。フェーズ 1の目標は 1997年度で達成し、1998年度からは、ふたつのテー
マは統合されて電子ビームリソグラフィとなり、研究開発期間を 2001 年度までとし、その中で
電子ビームマスク描画技術の開発を引き続いて行なった。電子線源としては、マトリクスパター

ンMIMソースとマスクEBの技術開発を行なって比較検討した結果、マスクEBを採用した。
また、新しいビーム輪郭測定技術を開発した。日立、東芝、日本電子の 3社が ASET で開発
した技術を採用してマスク描画装置を商品化した。その結果、日本メーカの電子ビーム描画

装置世界シェアは、2000年に 49％だったものが 2005年で 85％となった。9 

                                                
i 1秒当たり 1ｃｍ２を大まかに 8 インチウェーハ換算にすると 17枚程度になる。4 インチ半径
の 80％の半径で換算した。 
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図 3. マスク描画技術10 

 
2.2 等倍 X線露光技術 
 波長 1ｎｍ程度の X 線を使う等倍露光技術の開発を行なった。当時は、ArF 露光の次の露
光技術として期待されていた。目標仕様（括弧内は 1998 年度のフェーズ 1 終了時点の目標
仕様）は、ハーフピッチ 100ｎｍ（130ｎｍ）、フルフィールド（スキャンタイプ）、CD制御 10ｎｍで
あった。X 線の発生はシンクロトロンで行なうため、シンクロトロンを小型化して低価格化するか、
シンクロトロンの周りに何台も露光機を配置して、高価なシンクロトロンを効率的に使用するか

しなければならなかった。また、等倍露光であるため、実際に作成する素子と同じ寸法の高精

細マスクが必要であった。このためのEBマスク描画装置の開発も行なわれた。2000年度まで
研究開発を続け、CD制御が 8-15ｎｍとやや未達であったが、目標仕様はほぼ達成できた。し
かし、シンクロトロンという大型の線源を必要とすることから、なかなか実用化にはなりにくく、製

品化は行なわれなかった。 
 
2.3 EUV露光技術 
 2001年度までに、「ハーフピッチ 70ｎｍの技術開発を行なう」事を目標とした。実験露光機、
マスク、レジストなどの基本技術を開発し、2003年度までにアルファツール、2007年度までに
フルフィールドのベータツールを開発する事とした。組合員企業はプロジェクト開始時点で、富
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士通、日立、松下、三菱、NEC、ニコン、沖、シャープ、ソニー、SPC、東芝の11社であったが、
途中でインテルとサムソン、三洋が加わり、計 14 社となった。平成 11 年には、100ｎｍと 70ｎ
ｍのライン線幅/間隔（L&S）パターンを実験的に転写した。開発は EUV露光の基本技術（非
球面ミラーの計測、多層マスク、レジスト）に注力した。その結果、EUV 露光が次世代の最も
可能性の高いリソグラフィ技術であると結論付けた。 

2002年度以降も EUV露光技術の開発を継続して行なうこととなり、マスク、プロセスと計測
は ASET での開発テーマとして継続し、光源開発とシステム開発は新しく発足した EUVA で
行なうこととなった。 
 
2.4 ArF露光技術 
 世界に先駆けて 1995 年度に、100ｎｍ以下のパターンを描画できる事の可能性を実証し、
IEDM で発表した。また、露光に必要な感光剤も開発した。ASET としての研究開発は 1997
年度まででそれまでの研究成果をSeleteに技術移転した。Seleteで300ｍｍウェーハ対応の
評価を行ない、半導体メーカ各社はこれらの情報をもとに、自社の製造ラインを確立していっ

た。ASET で行なった研究開発成果は、日本メーカの感光剤(フォトレジスト)のシェアが 1998
年に 54％だったものが 2004年には 80％になった事に貢献した。 
 
2.5 超先端プラズマ反応計測・分析・制御技術 
 フェーズ 1 で、プラズマ生成と気相プラズマの動態解析を行ない、フェーズ 2 ではドライエッ
チングを実現する事を目標仕様とした。1997 年度でフェーズ１の目標は達成、フェーズ 2 で
100ｎｍ以降のパターン処理に使うフッ化炭素（CF）プラズマの制御法を開発した。SiO2 エッ

チング/CF プラズマの全体イメージを理解し、プロセスとツールのためのモデルと計測法を提
案した。この技術は、Low-k材料などの他の材料及びMEMSやナノテクなどの他の分野にも
応用可能である。 
 
2.6 超微細粒子制御クリーニング技術 
 二流体ジェット及び機能水を併用した微粒子除去技術と光を利用した微粒子検出技術を研

究開発した。また、理論的な解析による微粒子除去モデルと界面構造モデルを構築した。

1997 年度では、直径 30ｎｍの SiO2粒子を散乱光で検出しツインジェットクリーニングで除去

できた。その際、DDA 法を使った光散乱シミュレーションの結果直径 30ｎｍの超微細粒子を
検出できることを理論的に証明し、これに基づいた超微細粒子検出器を作り、直径30ｎｍの超
微細粒子を検出できることを実証した。東芝、TI、日立の 3 ヶ所で体系的な研究を行い、実際
のシステムを制御するのに有効であることを示した。この技術を島田理化で商品化した。 
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図 4. 超音速 2流体洗浄11 

 
2.7 研究成果のまとめ 
 この時期の研究成果としては、電子ビーム直接露光技術、マスク用電子ビーム露光技術、電

子ビームマスク描画時間の短縮、X線等倍露光技術による100ｎｍのパターン描画技術、
EUVマイクロフィールド露光機による40ｎｍライン線幅/間隔（L/S）の描画、ArF露光技術での
100ｎｍ以下のパターン形成技術実証。直径90ｎｍのコンタクトホールを形成できるドライエッ
チング技術などがある。研究成果の実用化としては、100ｎｍレベルのArF単層レジストパター
ン、高誘電率ゲート絶縁膜成膜装置、EBマスク描画装置、狭スペクトラムArFレーザなどがあ
げられている。12 
表1.に平成12年度末の自己評価と商品化状況をまとめた。 

表1. 自己評価と商品化 

 

 
2.8 集中研と分散研を組み合わせた研究開発体制 
 超先端電子技術開発促進事業は、ASET が委託先となったが、組合員企業に研究拠点を
置く分散研方式と、ASET の研究施設で組合員企業の研究者が研究開発を行なう集中研方
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式の組み合わせで研究開発を行なった。シンクロトロンがあった厚木に X 線関連のテーマを
集め、露光装置があった横浜にAｒFレーザ露光と超先端プラズマ技術のテーマを集めてそれ
ぞれ集中研とし、それ以外のテーマは、組合員企業に研究拠点を置くという体制であった。年

度ごとのテーマと研究開発体制を表 2にまとめた。 
表 2. 超先端電子技術開発促進事業半導体関連テーマの研究開発体制の推移 

 

 
3. 超高密度電子 SI技術 

1999から 2003年度まで、半導体や電子部品を超高密度に実装するための三次元実装技
術、光電気複合実装技術及び最適配線構造設計に関する技術を研究開発した。13①ＬＳＩチ

ップ間の最短配線を可能とする三次元積層技術、②ボード内の高速大容量伝送を可能にす

る光・電気複合実装技術、③信号の高速化に伴って生じる不要電磁輻射を抑えるための最適

配線構造設計技術の 3要素が一体となって超高密度電子ＳＩ技術を達成することを目標とした。
14 
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図 5 超高密度三次元 LSI積層実装技術 

 
4. PFC代替プロセス技術 
 1999 から 2003 年度まで、半導体のエッチング等に広く使用されている地球温暖化効果の
高い PFCガスの使用量を削減し、また PFCを使用しないプロセス、デバイス構造に関する技
術の研究開発を行った。 
 
5. F2 レーザリソグラフィ技術 
 1999 年度から 2001 年度まで、NEDO から研究開発の委託を受けた。F2 レーザを用いた
真空紫外領域（VUV）光源の超狭帯域化、光学系のパワー損失低減及びガスパージ・ケミカ
ルクリーンに関する技術の研究開発を行った。2002から 2004年度までは自主事業で追加研
究を実施した。 
 
6. 半導体MIRAIプロジェクト 
 2001 年度から、半導体構造の微細化に対応できる半導体デバイス基盤技術の確立を目的
として、次世代半導体材料・プロセス基盤（MIRAI）プロジェクトをNEDOが実施する事になっ
た。ASET は産総研次世代半導体研究センターと共同研究体を構成し、研究開発を行なった。
実施テーマは、高誘電率ゲート絶縁膜材料・計測・解析技術開発（High-k）、低誘電率絶縁
膜材料・計測・解析技術開発（Low-k）、将来のデバイスプロセス基盤技術開発であった。
2001年度から 2003年度までを第 1期、2004年度から 2005年度までを第 2期とし、ハーフ
ピッチ 65ｎｍから 45ｎｍのデバイスに必要な技術開発を行なった。その成果のうち、実用化開
発に移行できるものは、2005年度末に産業界に移転された。 

2006 年度からは第 3 期として、ハーフピッチ 45ｎｍ以細で必要な技術開発を行なう事とな
った。ASET は産総研次世代半導体研究センターと共同研究体を作って新構造 CMOS トラ
ンジスタ関連技術開発を行なった。 

MIRAI プロジェクトの実施は、ASET と産総研の共同研究体、Selete、EUVA と実施体が
分かれている。ASETが実施したテーマの詳細については、第 10章半導体MIRAIプロジェ
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クトの記述の中で記述したので、参照されたい。 
 
7. マスク D2Iプロジェクト 
 2006年度から、「マスク設計、描画、検査の3工程を通して総合最適化を図ることによって低
コスト、短 TAT のマスク製造技術の実現」を目的として、実施されている。石原直東京大学大
学院教授がプロジェクトリーダとなった。マスク製造コストの約8割以上をしめる設計、描画およ
び検査の 3工程を通した総合最適化を図ることによって、低コスト、短 TATのマスク製造技術
の実現を目指している。 
マスク設計、描画、および検査の総合最適化を目指す解決策として、各工程に共通的なマ

スクデータ処理技術、繰返しパターンを利用した描画・検査高速化技術、パターン重要度を利

用した描画・検査合理化と高速化技術、並列化を利用した描画・検査高速化技術等の開発を

行った。これにより、ハーフピッチ45nmにおけるマスク設計・描画・検査に要する時間を、この
技術を用いないハーフピッチ65nmの場合の1/2以下にするためのマスク設計・描画・検査総
合最適化の基盤技術確立を目指した。以下の 3つの研究開発テーマについて研究開発を行
なっている。15 

① マスク設計データ処理技術の研究開発 
② マスク描画装置技術の研究開発 
③ マスク検査装置技術の研究開発 

 
8. 三次元積層技術 
 従来の三次元積層技術の限界を打ち破る、高速・低消費電力・低コストの積層技術に関して、

設計・プロセス技術の両面から先導的研究を行なった。2007 年度に NEDO から先導研究を
受託し、2008 年度から「多機能高密度三次元集積化技術」に名称を変更して、5 年間の予定
で、テスト、設計、基礎共通の 3つのテーマについて研究開発を行なう。 
 
9. セキュア・プラットフォーム プロジェクト 
 経済産業省からの委託を受けて、2007 年度から約 3 年間の予定で研究開発を行なう。グリ
ーン IT などを促進するため、様々なサーバで稼動していたアプリケーションシステムを新しい
サーバシステムに統合し、効率よく稼動させる動きが活発になっている。そのためにこれまで

稼動していたアプリケーションシステムをそのまま新しいサーバで稼動させるための仮想化技

術などが開発されている。これらの技術を活用して、ひとつのサーバシステム上で複数の OS
環境を安全に管理運用出来る技術を開発する。そのため、Virtual Machine(仮想機械)技術
及び統合アクセス制御技術の開発を行なう。 
 
10. 超先端電子技術開発促進事業と IMEC との違い 
超先端電子開発促進事業のいずれのプロジェクトも、目標性能はほぼ達成し、成果の商品
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化についても、ArF液浸リソグラフィが使われたために実用化に至らなかった等倍X線露光技
術を除いては、研究成果は組合員企業によって商品化されている。そういう見方からすれば、

この事業はプロジェクトとしては成功であったと評価されている。一方、国費を使って大きな事

業を実施したにもかかわらず、世界における日本の半導体メーカのシェアは向上していない、

むしろ低下の一途をたどっている。16日本の半導体メーカの世界シェアが1990年ごろをピーク
に低下し続けている事は事実であり、超先端電子技術開発促進事業の目標性能はほぼ達成

したが、半導体産業の世界的な地位向上はまだ実現されていない。国家プロジェクトの進む

べき道を見出すために、他のプロジェクトとの比較が一つの視点を与えてくれるのではないか

と考え、筆者が担当したIMECとの構造的な違いを簡単に述べてみたい。 
 共同プロジェクトと組合員企業の関係で言えば、超先端電子技術開発促進事業の場合はプ

ロジェクト開始時点で研究開発するテーマは決まっており、そこに半導体各社が参加し、集中

研究方式か分散研方式で研究開発を行なった。IMECが IIAPiを提案し、それに興味を持っ

た半導体各社が IIAPに参加するのと同じ様に見える。しかし、IMECの場合は、IMECが全
責任をもってプログラムを決定し、参加企業を募集する。また、IIAP 参加企業は技術者を
IMECに派遣する事を求められ、研究開発は IMECの中で行なわれる。そのため、研究者同
士の相乗作用も起こしやすい。勿論、参加企業の要望によってプログラムを変更する事はある

が、IMEC 自身がプログラムの変更を決める。IMEC にとっての顧客は半導体各社や製造装
置メーカ、材料メーカであり、顧客を引き付ける魅力的な IIAPを提案し多くの半導体企業など
が参加することで、IMEC自体の存在意義と開発方針の妥当性を確認し続ける。 
超先端電子技術開発促進事業の場合は、計画を立案し資金を提供するNEDOがプロジェ

クトの委託先を公募し、ASET を選択した。半導体メーカ、装置、材料メーカは ASET の組合
員企業となる。公募に対する具体的な研究内容と計画は参加を予定している各社が共同で検

討し ASET としての提案を行なうが、正式な決定は NEDO の決定として行なわれる。研究開
発を進めていく過程で開発方針の変更が必要となれば、ASET 等が変更を提案し、正式な決
定は NEDOの決定として行なわれる。 
研究開発方式は、組合員企業の研究者が 1 ヶ所に集まって研究開発を行なう集中研方式

と、組合員企業で分担して研究開発を行なう分散研方式のいずれかであるが、事業全体とし

てはテーマごとに分かれて研究開発する分散研方式であることが多い。例えば超先端電子技

術開発促進事業の場合は、「次々世代(2010 年以降)に実用化が予測されている、半導体デ
バイス、の先端的要素技術の研究開発」という事業の旗のもとに研究者が 1 ヶ所に集結したわ
けではない。また、そのミッションを実現するために適切な研究開発活動が行なわれているか、

そのためにはテーマそのものを含めて変えなければならない事はないか、を俯瞰的な視点で

ASET として常に考えている必要がある。そのために参加企業との間で技術委員会、技術協
議会などが設置され、変化が必要とされる時にはフレキシブルな対応がとられているが、タイム

                                                
i IMEC Industrial Affiliation Programの略称で開発費用、リスク、開発能力、知的財産
権を共同利用することを狙いとした IMECの産業界との共同研究の新しいビジネスモデル 
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リーな対応をすることはなかなか難しかったと思われる。 
例えば等倍X線露光の研究開発は、当初計画どおりに行なわれた。しかし、等倍X線露光

テーマの進行状態を当初計画に従って評価するだけでは、F2 が次世代の主流ではないかと
いうことになった時に、ASET としてどのように判断して研究開発を継続したのか、が明確にな
らない。 
現在ではプロジェクトの変更は、実施体である ASETが変更を提案し、NEDOの意思決定

として行なわれるようになっているようである。iしかし、意思決定が行なわれるまでには時間が

かかってしまうであろう。もちろん、世の中の主流を追いかけて研究開発を行なえば良いという

ものではないが、ASET の意思決定として続行か中止かがタイムリーに決められるような構造
にすることが重要である。 
このような意思決定は、個別のプロジェクトの方針や進め方からは出てこない意思決定であ

る。IMEC は F2 リソグラフィの研究開発を進めていたが、ArF 液浸リソグラフィが次世代の技
術であることが明確になるとすぐに F2 リソグラフィの研究開発をやめ、ArF 液浸リソグラフィ開
発に舵を切った。そうしなければ、IMEC自体の存続が危なくなるからである。事実、F2 リソグ
ラフィの IIAPに参加していた企業は、全社が ArF液浸ロソグラフィの IIAPに移行した。 
このように、半導体各社などにとって魅力的な IIAP を行ない続ける事によって、半導体各

社などからの資金も入ってくる。2007年の IMECの全予算は、2億 44百万ユーロ（1ユーロ
160円とすると、約 390億 4千万円）であるが、その内フランダース地方政府からの助成金は
39百万ユーロ（約 62億 4千万円）であり、それ以外は、IIAP参加企業からの資金である。 
半導体各社の側から言えば、自社の戦略に対して最良の研究開発を行なっている共同研

究開発機関に参加していないと、自社の存続が危なくなる。どの共同研究開発機関にどのテ

ーマで参加するかの意思決定は半導体メーカ自身が自分の責任において行なうものである。

この様な緊張関係が作れるか否かが共同開発の成否を決めると思われる。 
 ASET 設立の発端となった超先端電子技術開発促進事業の事業目的に、「次々世代レベ
ルの超先端的な技術の確立を図ることを目的として」という記述がある。このような事業目的を

設定した背景には、日本の主力の半導体各社が、微細化をすすめることで世界シェアを取っ

てきたというそれまでの事実があり、再び微細化の先頭を切って走り、世界シェアを拡大すると

いう思いがあったと思われる。しかし、どういう製品を作り、どのようなマーケットでシェアを拡大

するのか、そのためにどんな技術を共同で開発するのかという技術戦略を含めた経営戦略が

充分に検討されていなかったのではないかと思われる。これは、半導体企業の課題であるが、

半導体企業の要請に応えるような基盤技術開発を行なう国家プロジェクトを立案し実施する時

にも考慮すべき課題でもある。 
前述したが、本章では ASET の事業のうち、主に超先端電子技術開発促進事業の半導体

                                                
i 最近のNEDOでは、年度途中での計画変更を認めたり、ある程度研究開発を進めないと先
先が読めないプロジェクトも認めたりするなど、柔軟性のある運営も可能にしようとしているよう

である。 
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関連について記述した。半導体MIRAIの事業については、第 10章で記述した。それ以外の
事業については、簡単な記述となっている事を改めてお断りする。（赤城 三男/相﨑 尚昭） 
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